
(1) 固定資産の減価償却の方法
   定額法で減価償却を実施している。定額法で減価償却を実施することとしている。

(2) 引当金の計上基準
・退職給付引当金

      事務局職員の退職給付に備えるため、当期末において発生していると認められる
     額を、期末自己都合要支給額に基づいて計上している。

・賞与引当金
      事務局職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する
     額を計上している。

(3) 消費税等の会計処理
消費税込額で表示している。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

２．重要な会計方針

３．会計方針の変更  なし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

１．継続企業の前提に関する注記

科      目  前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

 令和４年度も新型コロナウイルス感染症の影響により会議運営や事業運営に一定の制約を受

けたが、政府による行動制限の緩和に伴い、講演会、セミナー、税の啓発事業などのイベント

や会員交流事業が、一部を除き概ね計画通りに実施できた。

 総会懇親会や各委員会での懇親会等交流事業も感染対策を講じ実施し、青年部会、女性部会

のブロック事業も１ブロックでは新型コロナ感染により中止となったものの、それぞれ工夫を

凝らした形で実施できた。この結果、会場費、会議費、旅費交通費等が対前年比大幅に増加し

た。これにより経常費用計は前年比約１３百万円増となり、当期経常増減額は約△６．９百万

円、一般正味財産期末残高は約８７.６百万円となった。

 新型コロナウイルスについては、政府により感染症法上の５類への分類変更が決定されてお

り、ウイズコロナ・アフターコロナを見据えて適切に対応し会員ニーズに応じた積極的な事業

展開を図って参りたい。なお、財務諸表は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性の影響を財務諸表に反映していない。

基本財産
  定期預金 28,000,000 0 0 28,000,000

小      計 28,000,000 0 0 28,000,000
特定資産
  退職給付引当資産 2,324,000 0 1,299,000 1,025,000
  社会貢献活動引当資産 7,000,000 0 0 7,000,000
  周年事業引当資産 5,500,000 0 0 5,500,000

小      計 14,824,000 0 1,299,000 13,525,000
合      計 42,824,000 0 1,299,000 41,525,000



    引当金の明細は、次のとおりである。
(単位：円)

    固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

全法連 －
〃 －
〃 －

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科      目 期末残高
(うち負債に

対応する額)
(うち一般正味財

産からの充当額)

(うち一般正味財

産からの充当額)

  定期預金 28,000,000 0 28,000,000 0
基本財産

小      計 28,000,000 0 28,000,000 0
特定資産
  退職給付引当資産 1,025,000 0 0 1,025,000
  社会貢献活動引当資産 7,000,000 0 7,000,000 0

合      計 41,525,000 0 40,500,000 1,025,000

６．引当金の明細

  周年事業引当資産 5,500,000 0 5,500,000 0
小      計 13,525,000 0 12,500,000 1,025,000

 退職給付引当金 2,324,000 0 1,299,000 0 1,025,000

科      目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

 電話加入権 222,768 0 222,768
 事務所入居保証金 1,815,000 0 1,815,000

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

(単位：円)

科      目 取得価額
減価償却

累計額
期末残高

(単位：円)

補助金等の名称 交付者  前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
貸借対照表上

の記載区分

合      計 2,037,768 0 2,037,768

８．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
    補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

0 600,000 600,000 0

補助金
 全法連補助金 0 58,494,212 58,494,212 0

合      計 2,836,000 500,000 1,811,000 0 1,525,000
 賞与引当金 512,000 500,000 512,000 0 500,000

 〃（福利厚生推進補助） 0 2,700,000 2,700,000 0
合      計 0 61,794,212 61,794,212 0

 〃（広報費）


